
提供し続けるために、最
意図（目的） 新技術の活用を推進する。

手段 尾三地区情報システム共同研究会等への参加、電算システム業務の調査,研究および導入,更
改,改修、セキュリティーポリシーや生成AI利用ガイドライン等の策定
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結果「DO（実施）」
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１　事業概要「PLAN（計画）」

事務事業の概要

対象

意図（目的）

手段

２　実施結果「DO（実施）」
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令和06年度日進市事務事業評価シート

大事業名 情報化推進事業 コード 06300500-0701

中事業名 情報化推進事業 計画区分 ①
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計
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中 01
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１　事業概要「PLAN（計画）」

RPAは、事業者のサポートや研修等を通して内製化を目指す。スマート窓口は、オンライン
化が可能なものを中心に帳票数を拡充する。LINEポータル化は、市民サービス向上・業務効

事務事業の概要 率化を目指し機能拡充のための開発を行う。AI議事録は、庁内での活用促進の取組を積極的
に行う。職員が新たなテクノロジーを触れることによる意識の改革及び職員業務の効率化を
目的にChatGPTを導入し、積極的な活用事例の紹介等を通してDX化を推進する。

対象 市が実施する事業

自治体戦略2040構想研究会で指摘されたように、将来的に労働力の供給制約が発生する。
上記のような社会情勢においても、住民に不可欠な行政サービスを



、回答者の約70%が生成AIを利用しており、そのうち約95%が今後も生成AIを使い続け
たいと回答した。また、RAGの実証

令

実験では、複数の製品

和

を試行したが、既存の
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ドキュメン
トを登録す
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４　今後の方向性
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令和 7年度に
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職員が生成AIの必要

な

性や効果を正しく理解

改

し、現場への普及を促

善

す
ことが不可欠である

内

ため、課長補佐級職員

容

を対象とした研修を実

取

施する。また、実務職

り

員を
実施する具体的な

組

中心とした生成AIの

ん

利活用研究のためのグ

だ

ループを設立し、前述

こ

の補佐級職員による旗

と

振り
改善内容 と、実務

成

職員によるボトムアッ

果

プの実践を両輪とした

課

体制で生成AIの利活

題

用を推進する。

今後の

３

成果 ○拡充 ●維持 ○縮

　

小 ○休廃止

方向性 コス

事

ト投入 ○拡大 ●維持 ○

業

縮小 ○皆減
今後 生成A

の

Iの分野は非常に進化

分

のスピードが速いため

析

、現時点で大きな投資

「

を控えつつ、世の中
（

C

１～３年以内） の流れ

H

に取り残されないよう

E

適宜最新の情報収集・

C

研究を行い、引き続き

K

より多くの職員に
実施

（

可能な 生成AIの利活

評

用方法を習得させ、定

価

着を図る。
改善内容

【

）

アウトプット指標】
Ａ

」

Ｉ・ＲＰＡの新規導入

評

数 単位 業務指標名

R4

価

年度 R5年度 R6年度

結

R7年度
指標データ 目

果

標 実績 目標 実績 目標 実

評

績 目標
10.00 10

価

.00 5.00 17.

の

00 6.00 11.0

理

0 3.00

【アウトカ

由

ム指標】
削減人件費 単

４

位 千円指標名

R4年度

　

R5年度 R6年度 R7

今

年度
指標データ 目標 実

後

績 目標 実績 目標 実績 目

の

標
750.00 751

方

.00 2,544.0

向

0 2,174.00 6

性

,232.00 8,9

「

75.00 10,00

A

0.00

時間×人件費

C

想定単価（2,690

T

円）
式 令和４年度及び

I

令和５年度に導入した

O

業務に対する令和６年

N

度の稼働実績より算出

（

AI・RPA導入によ

改

る費用対効果を測る
指

善

標の狙い

2 06300

）

500-0701

」

実施する具体的な

改善内容

今後の 成果

方向性 コスト投入

今後

（１～３年以内）

実施可能な

改善内容

【アウトプット指標】

単位指標名

指標データ 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標

【アウトカム指標】

単位指標名

指標データ 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標

式

指標の狙い

2 06300500-0701

令和06年度日進市事務事業評価シート
○令和 6年度に記載した具体的な改善内容

RPAは理解促進のためのワークショップを開催し、新たに６業務を選定する。生成AIは業務
令和 6年度に 効率化と職員負担軽減を検証すると共に、課題・対策を整理しルール化を進める。行かない

実施する具体的な 窓口のサービス拡充を目指し、オンラインで可能な申請を増やす。システム標準化は仕様検
改善内容 討、補助金申請、業者選定を経て、令和８年１月移行に向け課題・進捗管理を行う。

今後 国が推進する自治体システム標準化、生成AIの本格導入やRPA・AI議事録等の定着・利用拡
（１～３年以内） 大の推進、オンライン申請の拡充、その他自治体DXの推進に向けた調査研究を行う。

実施可能な

改善内容

令和 6年度に
業務用チャットツール上で利用可能な生成AIサービスを導入するとともに、外部事業者の協
力を得て研修を実施した。また、生成AIの庁内周知を従来の通知文・掲示板だけでなく、打

取り組んだこと 刻機前等の目立つ場所への掲示など、できる限り実施した。さらに、データを読み込ませて
回答精度を向上させる技術「RAG（検索拡張生成）」を活用した実証実験を行った。

令和7年度の生成AIサービスの利用件数は6,638件となった。全職員向けに実施したアンケー

成果 トでは
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